土地売買契約書

　不動産売買契約書（土地）
<工業団地名:　北町工業団地  >

(1)　不動産の表示（登記簿の記載による）

	土　　　地
	所　　　　在
	地　　　番
	地　　　目
	地　　　積

	
	北海道勇払郡安平町早来北町
	番地
	宅　　地
	㎡

	
	
	
	
	㎡

	
	公 簿 面 積 合 計
	　　　　　　　　　　　　　㎡


(2)　売買代金及び支払方法

	売　買　代　金　総　額
	
	
	　
	　
	　
	　
	　
	　
	円

	申込保証金
	申込受付時支払い（総額の10％）
	
	
	
	
	
	
	
	
	円

	分　　割
	手付金
	契約締結時支払い（総額の10%）
	
	
	
	
	
	
	
	
	円

	
	第　　回
	
	平成　年　月　日まで
	
	
	
	
	
	
	
	
	円

	
	第　　回
	
	平成　年　月　日まで
	
	
	
	
	
	
	
	
	円

	
	第　　回
	
	平成　年　月　日まで
	
	
	
	
	
	
	
	
	円

	残　　代　　金
	平成  年  月  日まで
	
	
	
	
	
	
	
	
	円


(3)　その他約定事項

	所有権移転・引渡し
	　　平成　　年　　月　　日

	公祖・公課分担の年税額起算日
	　　平成　　年　　月　　日

	手付解除の期限（契約日の属する年度の末日）
	　　平成　　年　　月　　日


	損害賠償の予定及び違約金の額（売買代金２０％相当額）
	　　　　　　　　　　　　　　　 円


　売主　安平町（以下「甲」という。）と買主　　　　　　　　　　（以下「乙」という。）との間において標記不動産の売買に関し次のとおり契約を締結した。

（売買の目的及び売買代金）

第1条 甲は、標記物件（１）（以下「物件」という。）を標記代金（２）にて売渡し、乙はこれを買い受け、売買代金は契約と同時に全額納入する。

２　土地面積は公簿によるものとする。
（売買代金の支払い時期及び手続き）

第2条 乙は甲に売買代金を（２）に指定する日までに支払う。
（所有権移転登記）

第3条 甲は、売買代金全額の受領と同時に、所有権移転登記に必要な一切の書類及び物件を乙に引き渡す。

２　売買代金を延納する場合は残代金支払いの日に、所有権移転登記に必要な一切の書類及び物件を乙に引き渡す。

３　所有権移転の時期は、前第１項及び第２項の支払いを完了した日とし、支払いの日から起算して30日以内にその手続きを行うものとする。

４　所有権移転登記に要する登録免許税及び買受けに要する登記手続き費用は、乙の負担とし、売渡しに要する登記手続き費用は甲の負担とする。
（危険負担）

第4条 本契約成立後本件の土地引渡までの間に、本件土地の一部又は全部が甲又は乙の責に帰すことのできない事由により滅失又は毀損したときは、その滅失又は毀損による危険は甲が負担する。
（公租公課の負担）

第5条 本件土地に対する公租公課の年税額負担の起算日は、（３）の期日とする。
（契約違反等による解除）

第6条 甲又は乙が本契約に違反した場合、その相手方は相当の期間を定め履行を催告しなければならない。
２　前項の場合において、本契約に違反した当事者が催告に従った履行をしないときは、相

　手方は本契約を解除できる。

３　甲は、乙に対し、本契約時又は契約締結後においても、乙（乙が法人の場合は、代表者、
　役員又は実質的に経営を支配する者）が暴力団、暴力団員、暴力団関係企業、総会屋、社
　会運動標ぼうゴロ、特殊知能暴力団等の反社会的勢力に該当することが判明したときは、
　甲は乙に催告することなく本契約を解除することができる。
４　第２項及び前項の契約解除に伴う損害賠償の予定及び違約金は、（３）によるものとする。

５　乙は、第２項及び第３項により契約の解除をしたときは、甲の指定する期日までに乙の負担により物件を原状に回復して甲に返還しなければならない。ただし、甲が原状回復する必要がないと認めたときはこの限りでない。

６　乙が前項の規定により原状回復を甲の指定した期日までに履行しない場合は、甲が代わってこれを行い、その費用は乙の負担とする。
（転売等の禁止）

第７条　乙は、土地売買契約締結の日から10年間は、いかなる事由によっても物件を他に転売並びにその他による所有権の移転（相続を除く。）及び転貸してはならない。
（買戻特約）

第８条　甲は、契約締結後　年以内に次の各号の一つに該当したときは、第１条の売買代金から第６条第４項による違約金及び同条第５項による費用を差し引いた残額を乙に返還して、契約を解除し物件を買戻しすることができる。

　(1)  乙が不正の行為により物件を買受けたことが判明したとき。

　(2)　乙が契約の条項に違反したとき。

　(3)　乙から契約を解除したい旨の申出があったとき。

　(4)　甲が本売買契約が不適当であると判断したとき。

２　甲は、第７条又は前項の規定を履行するため、第３条による所有権移転登記と同時に買戻特約登記を行うものとする。

３　買戻特約登記は、乙が事務所等を建設し、または契約締結から１０年を経過した日の翌日をもって乙の申出により抹消登記を行うことができる。この場合の登記手数料は乙の負担とする。
（瑕疵の担保）

第９条　乙は、本契約締結後、売買物件に数量の不足又は隠れた瑕疵のあることを発見していても、売買代金の減免若しくは損害賠償の請求又は契約の解除をすることができない。
（協議事項）

第１０条　本契約に定めのない事項については、甲・乙双方の協議により処理するものとする。
（契約締結費用の負担）

第１１条　本契約締結に要する印紙は乙の負担とする。
（管轄）

第１２条　本契約に関する一切の紛争は、物件の所在地を管轄する地方裁判所で行うことを甲・乙承諾するものとする。

（特約事項）
第１３条　乙は、甲若しくは地域住民から公害の防止その他環境の保全をするために必要があると認めて公害の防止等に関する協定の締結について協議を求められた時は誠意をもってこれに応じることとする。（安平町環境基本条例５条　事業者の責務）
　本契約の締結を証するため、本書２通を作成し甲・乙記名押印のうえ、各１通を保有する。

　　平成　　年　　月　　日

　　　　　　　　　　　　　　　　　　甲　住　所　　勇払郡安平町早来大町９５番地

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　氏　名　　安平町長　　瀧　　　　　　孝　印

　　　　　　　　　　　　　　　　　　乙　住　所　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　氏　名　　　　　　　　　　　　　　　　　印



印　紙





第８条　キャンペーンその１　４年


キャンペーンその２　５年








